




経済研究所 / Institute of Developing

































































2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
香港 113,583 105,036 84,633 87,254 98,693 96,929 59,169 78,345 100,142 101,340
シンガポール 26,305 27,648 24,737 22,198 28,152 28,369 49,431 41,678 54,421 70,251
台湾 38,311 46,371 45,186 45,059 46,737 39,025 37,136 38,546 33,751 36,866
韓国 2,555 N/A N/A 8,392 9,975 13,984 14,265 12,367 14,851 11,697
マレーシア 6,228 N/A N/A 6,319 6,599 5,749 9,725 6,034 7,256 9,802
中国 N/A N/A N/A 2,942 4,608 5,654 5,901 7,029 8,771 8,954
ブルネイ 13,068 N/A N/A 10,313 9,083 9,461 14,667 6,930 7,413 7,907
日本 74,093 77,870 62,539 74,480 42,633 10,615 8,867 6,555 6,418 5,938
マカオ N/A N/A N/A 2,361 2,684 2,802 3,578 6,067 6,729 5,713
タイ N/A N/A N/A 1,750 2,401 2,497 3,144 3,750 5,009 5,133
インドネシア N/A N/A N/A 1,744 2,186 2,102 3,285 2,798 3,705 4,084
ベトナム N/A N/A N/A 783 1,103 1,348 1,972 2,785 4,126 4,056
カンボジア N/A N/A N/A 605 691 571 954 1,015 1,526 1,499
ラオス N/A N/A N/A 54 164 153 434 647 615 734






2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
サービス業 97,374 84,021 113,423 133,907 144,321 107,135 123,332 138,222 154,535
工場労働者 69,513 61,352 63,719 74,802 103,584 121,715 132,295 117,609 120,647
専門職 99,688 78,956 94,147 63,941 41,258 43,225 49,649 47,886 41,835
事務職 4,012 3,965 5,323 5,538 7,912 13,662 18,101 15,403 10,706
営業職 3,043 2,490 3,950 4,261 5,517 7,942 11,525 8,343 7,242
行政管理職 374 387 565 490 817 1,139 1,516 1,290 1,439
農業 612 413 632 350 807 952 1,354 1,349 1,122
その他 11,512 9,967 3 996 3,906 10,613 494 1,650 2,753








































































































































































すように，43条から構成され，大きく次の ⑴ 派遣（deployment），⑵ 違法












































































































































2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
訴訟件数 1,462 1,198 1,504 1,624 1,687 1,610 1,648
　a.　未決数 594 812 992 1,154 1,285 1,358 1,427
　b.　受理数 868 386 512 470 402 252 221
　c.　提訴数 1,441 543 1,135 1,057 857 469 468
処理済み件数 650 206 350 339 329 183 283
持ち越し件数 812 992 1,154 1,285 1,358 1,427 1,365
処理率（％） 44.5 17.2 23.3 20.9 19.5 11.4 17.2
逮捕者（人） 12 4 50 26 98 74 12
（出所）　フィリピン海外雇用庁のホームページ（http://www.poea.gov.












































よって設立された海外雇用開発局（Overseas Employment Development Board: 
OEDB），国家船員局（National Seamen Board: NSB），雇用サービス局（Bureau 










提供や危険情報，注意勧告の発行なども POEA の担当となる⑿。POEA が取
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り扱う雇用の形態は，民間斡旋機関をとおした雇用，知人をとおした直接雇






Rights Center 1995, 16）。
　B．海外労働者福祉庁（OWWA）
　コラソン・アキノ政権下の1987年に新設された OWWA は，マルコス政権










家族を対象とした奨学金制度の運営なども OWWA の業務となる。OWWA は，
おもに多数のフィリピン人が在留している在外公館に海外事務所を構えてお
り，事務所に併設されているフィリピン人労働者開発センター（Filipino 







ピン人委員会（Commission on Filipino Overseas: CFO）は，とくに，婚姻また
は契約労働型ではない定住者として海外に移住してきた自国民を対象として
いる。CFO は，渡航前オリエンテーションや移民後の在留登録業務を担当


























































人的資源の配置と開発協力に関する覚書 2008年 1 月29日
　マニトバ州 人的資源と配置協力に関する覚書 2008年 2 月 8 日








インドネシア 移住労働者に関する覚書 2003年 1 月18日
イラク 人的資源の動員に関する覚書 1982年11月25日
日本 日比経済連携協定（JPEPA） 2009年 1 月12日
ヨルダン 比－ヨルダン間の覚書 1981年12月 5 日
人材に関する覚書 1988年12月 3 日















クウェート 雇用と人材開発に関する覚書 1997年 9 月14日
二国間協議の設立に関する覚書 1997年 9 月14日



























2002年 7 月 2 日
台湾 特別雇用労働者に関する覚書 1999年 9 月 3 日
台湾への特別雇用プログラムに関する覚書 2001年 1 月12日
同上 2003年 3 月20日
アラブ首長国連邦 人材分野における二国間の覚書 2007年 4 月 9 日
イギリス 健康管理協力に関する覚書 2003年 7 月30日
























































引防止法（Institute Policies to Eliminate Trafficking in Persons Act of 2013）を制定








遇に関する規定が独立させられ，「意に反する苦役」（第 3条 f 項）や「性的
搾取」（第 3条 h 項）の定義を改正前より詳細に規定するなど，内容の具体
化が図られた。また，第 4 条においては，労働に従事しなければ深刻な危害
を受けると信じさせ，強制的に就労させる目的で労働者を雇用，移動，収受
するといった行為の禁止や（第 4条 j 項），人身取引の対象範囲に新しく児童










































を経て，2008年 8 月，最終審議の場となった上院第 3読会で，賛成16票，反







































関する今後の取り組みについて」（平成22年 6 月 1 日政府とりまとめ）および
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